







ある。X 県設置の福祉事務所で働く生活保護ケースワーカー 65 名を対象にした実態調査を行い


















村田も 2020 年 3 月まで青森県立保健大学に所属しており、本稿で用いる調査を共同で行った。
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法は第 27 条で「指導及び指示」、第 62 条で「指示等に従う義務」を定めている。公務員と住民
という関係性以上に「対等な関係」を築くのが難しい制度になっている。
































































　調査の実施には X 県の協力を得た。調査対象は 2019 年 4 月時点で経験年数 10 年未満の福祉







　アンケートの回収率は、65 名中 38 名（58.5%）であった。表１に示したが、回答者の性別は
男性 22 名（57.9% ）、女性 16 名（42.1%）であり、福祉職群では女性が、行政職群では男性が多かった。
平均年齢は福祉職群 25.5 ± 3.9 才、行政職群 31.6 ± 7.1 才であり、行政職群で有意に年齢が高かっ
た（p<.01）。平均職務経験月数は、福祉職群で 24.0 ± 18.2 ヶ月、行政職群で 48.7 ± 42.4 ケ月であり、
行政職群で有意に平均職務経験月数は長かった（p<.05）。平均担当ケース数は、福祉職群 67 ±





















n n % n % p
性別 男性 22 4 36.4 18 66.7 n.s.
女性 16 7 63.6 9 33.3
平均年齢±標準偏差（歳） 38 25.5 ± 3.9 31.6 ± 7.1 p<.01
平均職務経験±標準偏差（月） 24.0 ± 18.2 48.7 ± 42.4 p<.05
平均担当ケース±標準偏差（ケース） 67 ± 3.5 69 ± 7.2 n.s
職位 主事 30 11 100 19 70.4 n.s.
主査 7 0 0 7 25.9
主幹 1 0 0 1 3.7
所持資格 社会福祉士 9 8 88.9 1 11.1 p<.001
(M.A.) 精神保健福祉士 4 4 100 0 0 p<.01
社会福祉主事 29 9 31.0 20 69.0 n.s.






n % n % p
福祉現業職
p<.01
継続意思 望んでいる 3 27.3 3 11.1
どちらかというと望んでいる 8 72.7 7 25.9
どちらかというと望んでいない 0 0 11 40.7
望んでいない 0 0 6 22.2
やりがい感 非常に感じる 0 0 2 7.4
n.s.
まあ感じる 6 54.5 15 55.6
あまり感じない 3 27.3 8 29.6
まったく感じない 2 18.2 2 7.4
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ソーシャルワーク 使命感 21.2 ± 3.3 21.7 ± 4.3 n.s.
専門職性自己評価 倫理観 19.1 ± 2.8 19.7 ± 4.0 n.s.
自律性 17.5 ± 2.3 17.8 ± 3.2 n.s.
知識・理論 16.1 ± 4.0 15.5 ± 4.3 n.s.
専門的技能 19.9 ± 2.4 21.0 ± 3.5 n.s.
職能団体との関係 15.3 ± 5.9 13.7 ± 6.1 n.s.
教育自己研鑽 10.7 ± 4.2 10.2 ± 3.5 n.s.
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ても、「感じない」が約 50% であった（一般財団法人日本総合研究所 2018：67）。





バーンアウト 情緒的消耗感 17.6 ± 4.9 12.9 ± 4.6 p<.01
脱人格化 15.3 ± 4.7 12.0 ± 5.2 n.s.
個人的達成感 22.9 ± 4.4 21.5 ± 3.6 n.s.
合計 55.9 ± 11.9 46.7 ± 10.4 p<.05
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と、自立支援に関する生活保護法第 27 条の 2（相談及び助言）と同法第 55 条の 7（被保護者就

































　本稿の課題として、① 1 つの自治体の限られた事例であること、② X 県の福祉職採用が始まっ
て 5 年程度であること、③行政職採用者と福祉職採用者の業務内容まで踏み込んだ分析を行えて
いないことが挙げられる。










































































































（2020 年 10 月 1 日受理）
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